
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　総平均法に基づく原価方法
（２）固定資産の減価償却方法
　　　　・有形固定資産・・・定額法
　　　　・無形固定資産・・・定額法
　　　　・リース資産　・・・リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法
（３）引当金の計上基準
　　　　・徴収不能引当金・・・金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の
　　　　　　　　　　　　　　　見込み額を徴収不能引当金として計上する。ただし、重要性が乏し
　　　　　　　　　　　　　　　いと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　　　　・退職給付引当金・・・職員の退職金の支給に備える為、静岡県社会福祉事業共済会
　　　　　　　　　　　　　　　共済制度により計算した退職給付引当金を計上している。
　　　　・賞与引当金・・・・・職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担する額を見積もり
　　　　　　　　　　　　　　　賞与引当金として計上する。
（４）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　・最終仕入原価法に基づく原価法
（５）消費税等の会計処理
　　　　・消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員退職手当共済制度
及び静岡県社会福祉施設事業共済会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表　 (会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
　　　　当法人では社会福祉事業のみであるため作成していない。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表
　　　　　　　　　　　　（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
（４）収益事業における拠点区分別内訳表
　　　　　　　　　　　　（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　　当法人では収益事業を実施していないため作成していない。

（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　ア.本部拠点
　　　　法人本部
　　イ.草笛共同作業所拠点（社会福祉事業）
　　　　草笛共同作業所就労継続支援B型事業
　　　　草笛共同作業所日中一時支援事業
　　ウ.だいとう作業所拠点（社会福祉事業）
　　　　だいとう作業所就労継続支援B型事業
　　　　だいとう作業所日中一時支援事業
　　エ.はまおか作業所拠点（社会福祉事業）
　　　　はまおか作業所就労継続支援B型事業
　　　　はまおか作業所日中一時支援事業
　　　　はまおか作業所生活介護事業
　　オ.かすが拠点（社会福祉事業）
　　　　かすが生活介護事業
　　　　かすが日中一時支援事業
　　カ.菊川寮拠点（社会福祉事業）
　　　　菊川寮生活介護事業
　　　　菊川寮施設入所支援事業
　　　　菊川寮短期入所支援事業
　　　　菊川寮日中一時支援事業
　　キ.ウェルくさぶえ拠点（社会福祉事業）
　　　　ウェルくさぶえ生活介護事業
　　　　ウェルくさぶえ日中一時支援事業
　　ク.アフターケアセンターくさぶえ拠点（社会福祉事業）

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　　　アフターケアセンターくさぶえ共同生活援助事業
　　　　アフターケアセンターくさぶえ短期入所支援事業
　　ケ.地域生活支援センターカレント拠点（社会福祉事業）
　　　　居宅介護・行動援護事業
　　　　相談支援事業
　　コ.ふれんずつばさ拠点（社会福祉事業）
　　　　放課後等デイサービス事業
　　サ.り～どくさぶえ拠点（社会福祉事業）
　　　　り～どくさぶえ就労継続支援B型事業

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,244,080円
　建物(基本財産)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 412,769,009円
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　 　　　　　439,013,089円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む)　　　　　　　15,300,000円
                         　   計                   　  15,300,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

基本財産の種類
土地
建物
定期預金

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
348,472,093
1,327,125,319
1,000,000

1,676,597,412

348,472,093
1,375,468,997
1,000,000

1,724,941,090

0
38,631,993

0
38,631,993

建物

0
86,975,671

0
86,975,671合計

基本財産
建物

小計
その他の固定資産

1,600,057,581
1,600,057,581

113,018,579

合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,927,182,900
2,927,182,900

159,195,898
84,662,871構築物

機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品
有形リース資産

小計

22,360,949
39,944,874
74,997,572
213,206,361
846,560

62,301,922

1,327,125,319
1,327,125,319

46,177,319

債権額

172,836
6,293,353
35,108,904
3,060,640

113,174,001
1,440,299,320

504,315,868
2,104,373,449

40,117,710
81,290,925
248,315,265
3,907,200

617,489,869
3,544,672,769

事業未収金
未収金
未収補助金

合計

154,995,765
25,630

6,584,580
161,605,975

0
0
0
0

154,995,765
25,630

6,584,580
161,605,975

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高



15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

（1）リース取引関係
　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　リース資産の内容
　　　　　有形リース資産
　　　　　　り～どくさぶえ拠点区分における青果向け自動包装機AW-5600FXⅡ　Wide+


